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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 58,584 2.0 △2,059 ― △2,379 ― △1,741 ―

20年3月期第3四半期 57,457 2.1 △635 ― △607 ― △820 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 △35.99 ―

20年3月期第3四半期 △17.04 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 77,095 13,303 17.0 271.35
20年3月期 79,437 14,946 18.6 306.15

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  13,133百万円 20年3月期  14,772百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
21年3月期 ― ― ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 3.00 3.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 107,500 △0.4 2,900 18.9 2,300 △5.3 1,700 △11.3 35.12

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

［（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。］  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

［（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。］  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載した業績予想の数値は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と
異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項については、３ページ「【定性的情報・財務諸表等】３．業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  52,200,239株 20年3月期  52,200,239株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  3,800,347株 20年3月期  3,948,705株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  48,375,216株 20年3月期第3四半期  48,136,779株
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当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国発の世界的な金融不安による世界経済の減速を

背景に、企業収益は大幅に落ち込み、設備投資は低迷しました。さらには雇用環境の厳しさから個人消費

が落ち込む等、景気は一段と悪化したまま推移いたしました。また、当社グループの主要事業であります

道路建設業業界におきましては、公共事業は依然として減少傾向を続け、民間建設投資等も減少傾向にあ

ることから受注競争は一段と激化しました。また、原油価格高騰による原材料価格の上昇の影響を受け、

経営環境は依然として厳しい状況のもと推移いたしました。 

このような状況下におきまして、当社グループの第３四半期連結累計期間における受注高は78,207百万

円、売上高は58,584百万円となりました。 

損益につきましては、営業損失は2,059百万円、経常損失は2,379百万円、第３四半期純損失は1,741百

万円となりました。 

事業のセグメント別の業績につきましては、次のとおりであります。 

（建設事業） 

公共事業の減少が続くなか、当第３四半期連結累計期間の工事受注高は51,349百万円となりました。完

成工事高は31,726百万円、営業損失は1,469百万円となりました。 

（建設材料等の製造販売・環境事業等） 

公共事業減少の影響を受け、当第３四半期連結累計期間の売上高は26,858百万円、営業利益は459百万

円となりました。 

  

(1) 財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、現金及び預金、未成工事支出金等の増加はあったものの、完成工事未収入金等の減少によ

り、前連結会計年度末に比べて1,110百万円減少し、54,604百万円となりました。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1,232百万円減少し、22,490百万円となりました。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて2,342百万円減少し、77,095百万円となりました。 

（負債） 

流動負債は、未成工事受入金は増加しましたが、短期借入金・支払手形・工事未払金等の減少等によ

り、前連結会計年度末に比べて765百万円減少し、53,808百万円となりました。 

固定負債は、長期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べて66百万円増加し、9,983百万円と

なりました。 

この結果、負債合計は、699百万円減少し、63,791百万円となりました。 

（純資産） 

純資産合計は、利益剰余金の減少により、前連結会計年度末に比べて1,643百万円減少し、13,303百万

円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、9,938百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、売掛債権の減少及び未成工事受入金の増加等により、3,380

百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の売却による収入等により、512百万円の収入

となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、短期借入金の返済を行い、1,279百万円の支出となりまし

た。 

  

【 定性的情報・財務諸表等 】

1. 連結経営成績に関する定性的情報

2. 連結財政状態に関する定性的情報
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道路建設業業界におきましては、公共事業は依然として減少傾向にあり、民間設備投資の急激な減退等

依然として厳しい状況が続くと考えておりますが、受注の確保、工事・製品を含めた採算性の向上、コス

トの削減等の諸施策に取り組み計画達成できると考えております。 

従いまして、平成20年5月19日に発表しました通期の業績予想に変更はありません。今後、何らかの変

化がある場合は適切に開示してまいります。 

  
  

該当事項はありません。 

  

（簡便な会計処理） 

１．棚卸資産の評価方法 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を

見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一

時差異の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来

の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

３．固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっております。 

４．連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去 

  連結会社相互間の債権と債務の相殺消去 

 当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わ

ないで債権と債務を相殺消去しております。 

  連結会社相互間の取引の相殺消去 

 取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、親会社の金額に合わせる方

法により相殺消去しております。 

（特有の会計処理） 

該当事項はありません。 

  

１．「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成19年３月14日 企業会計基準

第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成19年３月14

日 企業会計基準適用指針第14号)を第１四半期連結会計期間から適用しております。また、「四半期

連結財務諸表規則」に基づいて四半期連結財務諸表を作成しております。 

２．「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準

第9号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、第３四半期連結累計期間の売上総利益は14百万円減

少し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は14百万円それぞれ増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

3. 連結業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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 当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数については、第１四半期連結会計期間より、法人税法の

改正を契機として見直しを行い、耐用年数の変更を行っております。 

 この結果、従来と同一の基準によった場合と比べて減価償却費は79百万円増加し、当第３四半期連

結累計期間の売上総利益は79百万円減少し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそ

れぞれ79百万円増加しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

（追加情報）
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,998 7,392

受取手形・完成工事未収入金等 16,876 33,613

有価証券 － 10

商品及び製品 829 1,015

材料貯蔵品 457 613

未成工事支出金 21,206 7,779

仕掛品 664 622

繰延税金資産 1,313 605

その他 3,671 4,599

貸倒引当金 △413 △537

流動資産合計 54,604 55,714

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,199 3,322

機械装置及び運搬具（純額） 2,537 2,854

土地 13,195 13,418

建設仮勘定 11 0

その他（純額） 173 188

有形固定資産合計 19,117 19,782

無形固定資産 190 302

投資その他の資産   

投資有価証券 1,018 1,424

長期貸付金 1,536 1,137

繰延税金資産 533 533

その他 2,761 2,462

貸倒引当金 △2,667 △1,920

投資その他の資産合計 3,182 3,637

固定資産合計 22,490 23,723

資産合計 77,095 79,437
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日） 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 22,223 27,823

短期借入金 17,789 19,494

1年内償還予定の社債 34 34

未払法人税等 110 208

未成工事受入金 11,631 5,035

完成工事補償引当金 62 43

工事損失引当金 512 92

リース資産減損勘定 22 22

その他 1,422 1,820

流動負債合計 53,808 54,573

固定負債   

社債 49 66

長期借入金 6,584 6,037

繰延税金負債 72 70

再評価に係る繰延税金負債 1,495 1,508

退職給付引当金 589 455

役員退職慰労引当金 － 13

債務保証損失引当金 75 150

負ののれん 198 316

長期リース資産減損勘定 177 201

その他 741 1,099

固定負債合計 9,983 9,917

負債合計 63,791 64,491

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,584 7,584

資本剰余金 6,908 6,912

利益剰余金 △499 1,367

自己株式 △914 △952

株主資本合計 13,078 14,910

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △93 △306

土地再評価差額金 148 167

評価・換算差額等合計 54 △138

少数株主持分 170 174

純資産合計 13,303 14,946

負債純資産合計 77,095 79,437
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 (2)【四半期連結損益計算書】 
  【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年4月 1日 

    至 平成20年12月31日）

売上高 58,584

売上原価 55,226

売上総利益 3,358

販売費及び一般管理費 5,418

営業損失（△） △2,059

営業外収益  

受取利息 28

受取配当金 27

負ののれん償却額 122

その他 78

営業外収益合計 258

営業外費用  

支払利息 408

持分法による投資損失 0

その他 169

営業外費用合計 578

経常損失（△） △2,379

特別利益  

固定資産売却益 839

投資有価証券売却益 6

債務保証損失引当金戻入額 75

その他 19

特別利益合計 939

特別損失  

固定資産売却損 24

固定資産除却損 5

投資有価証券売却損 0

投資有価証券評価損 631

貸倒引当金繰入額 479

その他 107

特別損失合計 1,248

税金等調整前四半期純損失（△） △2,688

法人税、住民税及び事業税 △943

法人税等合計 △943

少数株主損失（△） △4

四半期純損失（△） △1,741
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 (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △2,688

減価償却費 1,135

負ののれん償却額 △122

のれん償却額 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） 623

工事損失引当金の増減額（△は減少） 420

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △75

退職給付引当金の増減額（△は減少） 134

有形固定資産除却損 5

投資有価証券評価損益（△は益） 631

受取利息及び受取配当金 △57

支払利息 408

持分法による投資損益（△は益） 0

有形固定資産売却損益（△は益） △821

投資有価証券売却損益（△は益） △6

売上債権の増減額（△は増加） 16,720

未成工事支出金の増減額（△は増加） △13,427

たな卸資産の増減額（△は増加） 388

仕入債務の増減額（△は減少） △5,582

未払消費税等の増減額（△は減少） △792

未成工事受入金の増減額（△は減少） 6,595

その他 △453

小計 3,046

利息及び配当金の受取額 57

利息の支払額 △367

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 644

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,380

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △642

有形固定資産の売却による収入 1,098

有価証券の償還による収入 10

投資有価証券の取得による支出 △23

投資有価証券の売却による収入 15

子会社株式の取得による支出 △8

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

10

貸付けによる支出 △822

貸付金の回収による収入 921

定期預金の払戻による収入 8

その他 △53
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日） 

投資活動によるキャッシュ・フロー 512

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,606

長期借入れによる収入 2,500

長期借入金の返済による支出 △2,050

社債の償還による支出 △17

自己株式の売却による収入 45

自己株式の取得による支出 △5

配当金の支払額 △144

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,279

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,613

現金及び現金同等物の期首残高 7,324

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,938
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当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12 号）及び「四半 

期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14 号）を適用しております。ま

た、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 

  

該当事項はありません。 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 
（注）１ 事業の区分の方法 
     日本標準産業分類及び内部管理上採用している区分を勘案しております。 

   ２ 各事業区分に属する内容 
     建設事業……………………舗装、土木その他建設工事全般に関する事項 
     製造販売・環境事業等……アスファルト合材、アスファルト乳剤、その他建設用材 
                 料の販売・環境事業等の事業 

   ３ (会計方針の変更） 
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会
計基準第９号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から
原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。この結果、従来の
方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間では、製造販売・環境事業等は14
百万円営業利益が減少しております。 

   ４ (追加情報） 
当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数については、第１四半期連結会計期間より、法
人税法の改正を契機として見直しを行い、耐用年数を変更しております。この結果、従来
の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間では、建設事業は2百万円営業
損失が減少し、製造販売・環境事業等は81百万円営業損失が増加しております。 

     全体では79百万円営業損失が増加しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 
  
在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 
  

【海外売上高】 

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 
  
海外売上高がないため、記載を省略しております。 
  

該当事項はありません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

建設事業 製造販売・環境 計 消去又は全社 連結

（百万円） 事業等(百万円) （百万円） （百万円） （百万円）

  売上高

 （1） 外部顧客に対する
31,726 26,858 58,584 － 58,584

売上高

 （2） セグメント間の内部
33 797 830 (830) －

売上高又は振替高

        計 31,759 27,655 59,415 (830) 58,584

 営業利益又は営業損失(△) △1,469 459 △1,009 (1,049) △2,059

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

- 10 -

東亜道路工業㈱（1882）平成21年３月期 第３四半期決算短信



  

 
  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年12月31日） 

 
（注）１ 事業の区分の方法 
     日本標準産業分類及び内部管理上採用している区分を勘案しております。 

   ２ 各事業区分に属する内容 
     建設事業……………………舗装、土木その他建設工事全般に関する事項 
     製造販売・環境事業等……アスファルト合材・アスファルト乳剤・その他建設用材 
                 料の販売・環境事業等の事業 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親 
     会社の本社管理部門に係る費用であります。 

  

「参考」

(1)（要約）前第３四半期連結損益計算書

科   目

前第３四半期連結累計期間
(自 平成19年４月１日  

  至 平成19年12月31日)

金 額 (百万円)

Ⅰ 売上高 57,457

Ⅱ 売上原価 52,505

    売上総利益 4,951

Ⅲ 販売費及び一般管理費 5,587

    営業損失（△） △635

Ⅳ 営業外収益 685

Ⅴ 営業外費用 657

    経常損失（△） △607

Ⅵ 特別利益 799

Ⅶ 特別損失 1,744

    税金等調整前四半期純損失（△） △1,552

    税金費用 △733

    少数株主損失（△） △1

    四半期純損失（△） △820

(2) 前第３四半期セグメント情報

建設事業 製造販売・環境 計 消去又は全社 連結

（百万円） 事業等(百万円) （百万円） （百万円） （百万円）

  売上高

 （1） 外部顧客に対する
31,023 26,434 57,457 － 57,457

売上高

 （2） セグメント間の内部
26 661 688 (688) －

売上高又は振替高

計 31,049 27,096 58,145 (688) 57,457

 営業費用 31,298 26,445 57,743 349 58,093

 営業利益又は営業損失(△) △248 650 402 (1,038) △635
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(3) 事業別受注・売上・次期繰越高

区   分

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

平成19年４月１日 平成20年４月１日

平成19年12月31日 平成20年12月31日

金額 構成比 金額 構成比

（百万円） （％） （百万円） （％）

前
期
繰
越
高

建設事業

舗装工事 23,859 81.6 22,383 79.6

土木工事 5,367 18.4 5,722 20.4

計 29,227 100.0 28,106 100.0

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 29,227 100.0 28,106 100.0

受
注
高

建設事業

舗装工事 38,765 52.5 43,453 55.6

土木工事 8,751 11.8 7,895 10.1

計 47,516 64.3 51,349 65.7

製造販売・環境事業等 26,434 35.7 26,858 34.3

合  計 73,950 100.0 78,207 100.0

売
上
高

建設事業

舗装工事 26,669 46.4 26,993 46.1

土木工事 4,353 7.6 4,733 8.1

計 31,023 54.0 31,726 54.2

製造販売・環境事業等 26,434 46.0 26,858 45.8

合  計 57,457 100.0 58,584 100.0

次
期
繰
越
高

建設事業

舗装工事 35,955 73.6 38,844 81.4

土木工事 9,765 21.4 8,884 18.6

計 45,720 100.0 47,729 100.0

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 45,720 100.0 47,729 100.0
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